様式第１号
令和　年　月　日

県産加工用米価格高騰対策事業実施計画書


長野県知事　様


[bookmark: _Hlk215676414]所在地　　　　　　　　　　　　　
事業者名　　　　　　　　　　　　
代表者　職・氏名　　　　　　　　


県産加工用米価格高騰対策事業補助金交付要綱第７条に基づき、事業実施計画書と関係書類を添えて提出します。






· 　添付書類
１　県産加工用米価格高騰対策事業に係る加工用米購入計画兼実績（様式第２号）
２　誓約書（様式第３号）
３　県産加工用米価格高騰対策事業に係る経営改善計画書（様式第４号）
４　県産加工用米価格高騰対策事業に係る研修受講計画兼実績（様式第５号）
５　その他知事が必要と認める書類等



	担当者職・氏名
	

	電話番号
	

	Ｅメールアドレス
	






様式第２号

令和　年　月　日


所在地　　　　　　　　　　　　
事業者名　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　職・氏名　

県産加工用米価格高騰対策事業に係る加工用米購入計画兼実績
（味噌・菓子・その他製造事業者用）
	No.
	産地
	購入日
（予定含む）
	区分
	購入形態
	購入量
［kg］
	玄米換算数量
［kg］
	購入先

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	注意点
・令和８年９月30日までに購入し、支払いが完了したもののみが対象となります。
・令和７年産の県産加工用米が補助対象です。
・提出日までに購入済みの分は、購入実績を入力
・提出日以降の分は、予定量を入力
	合計
（全体数量）
	
	

	
	うち加工用
うるち米合計
	
	

	
	うち加工用
もち米合計
	
	



様式第３号

誓約書

令和　年　月　日


長野県知事　様


所在地
名称
代表者氏名


県産加工用米価格高騰対策事業実施計画書を提出するにあたり、次の事項について誓約します。

（誓約の場合、□にチェックをいれてください）

□申請書類に記載された内容及びその他提出書類に虚偽はありません。

□県産加工用米価格高騰対策事業補助金交付要綱第３条（２）で選択した項目は、令和９年３月31日までに取組むこととし、取り組み終了後20日以内に長野県に報告します。

□長野県暴力団排除条例（平成23年３月17日条例第21条）に規定する暴力団又は暴力団員等に
該当する者、暴力団員が役員である者又は暴力団と密接な関係を有している者ではありません。

□長野県からの検査・報告・是正のための措置の求めがあった場合は、これに応じます。














様式第４号

県産加工用米価格高騰対策事業に係る経営改善計画書


所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　
名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　

	【計画期間】
	　自　令和８年４月１日　至　令和11年３月31日

	【目標の種別】（いずれかに✓）
　□　作業の効率化に向けた取組　　　　例）作業時間の10％減
　□　販路拡大に向けた取組　　　　　　例）取引先の10件増
　□　価格転嫁や経営改善に向けた取組　例）価格改定実施率80％、営業利益率前年比３％以上

	【経営の現状及び課題等】


	【目標値及び目標達成に向けた具体的な取組】（具体的な数値をご記載ください）

	令和　年度
（１年目）
	【目標】

	
	【具体的な取組】

	【主な取組実績】




	令和　年度
（２年目）
	【目標】

	
	【具体的な取組】

	【主な取組実績】




	令和　年度（３年目）
	【目標】

	
	【具体的な取組】

	【主な取組実績】




	【経営改善に向けた支援（専門家の派遣等）】（いずれかに✓）
□希望する　　　　　　　　　　□希望しない
※支援をご希望される事業者には、別途ご連絡します。



様式第５号

　　　県産加工用米価格高騰対策事業に係る研修受講計画兼実績

所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名

このことについて、県産加工用米価格高騰対策事業補助金交付要綱第７条（２）に基づき、関係書類を添えて提出します。


１　研修の受講及び展示商談会出展計画（実績）
	内容
	いずれかに○
	実施（予定）日

	①作業工程等の見直しに向けた、県工業技術総合センター等による技術指導を受けること
	
	

	②販路拡大に向けた、展示商談会に出展すること

	
	

	③価格転嫁や経営改善に向けた、コーディネーターによる
サポートの利用やセミナーを受講すること
	
	


　
２　添付資料
〇　既に研修の受講及び商談会に出展している場合は、補助金の交付申請及び実績報告書（様式
第６号）提出時に県工業技術総合センター等による技術指導やセミナー等受講の実績の分かる
書類や販路拡大に向けた取組み実績が分かる書類を添付すること。
　〇　実績報告後に研修の受講や展示商談会に出展する場合は、実施予定日を記載する　
　　とともに、実施後20日以内に取組み実績が分かる書類を県（産業技術課）に提出すること。















様式第６号

第　号
令和　年　月　日

　（社名・職・代表者氏名）


長野県知事　○○　○○


県産加工用米価格高騰対策事業実施計画の承認と補助金の内示について（通知）


　令和　年　月　日付けで申請のありました県産加工用米価格高騰対策事業の実施計画について承認します。
　また、同事業の補助金額を、下記のとおり内示します。

記
　
１　内示額　　　　
○○○○○ 円

２　事業内容
　　令和７年産県産加工用米の購入と経営改善計画の策定・実行
















様式第７号

県産加工用米価格高騰対策事業補助金 交付申請書兼実績報告書

令和　年　月　日

長野県知事　様

[bookmark: _Hlk215651826]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名


県産加工用米価格高騰対策事業補助金交付要綱第８条の規定により、下記のとおり補助金の交付を申請します。

記

１　交付申請額　　　
　　　　　　　　　　　円


２　添付資料
[bookmark: _Hlk215210594]（１）県産加工用米価格高騰対策事業購入計画兼実績（様式第２号）
（２）県産加工用米の購入実績が分かるもの（支払日、産年（令和７年産であること）、産地（長野県産であること）、米の種類（加工用米であること）、数量が記載されているもの


（担当者連絡先）
	担当者職・氏名
	

	電話番号
	

	Ｅメールアドレス
	









様式第８号

産技第　号
令和　年（　　　　年）　月　日



補助事業者　様


長野県産業労働部長


県産加工用米価格高騰対策事業補助金交付決定兼額の確定について（通知）


このことについて、別添達書のとおり確定されました。


























長野県達　産技第　号

補助事業者住所
事業者名
代表者氏名


　令和　年　月　日付けで申請のあった、県産加工用米価格高騰対策事業補助金の額を　　　　円とし、交付及び確定します。


　令和　年　月　日



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　長野県知事　阿部　守一
























様式第９号

県産加工用米価格高騰対策事業補助金交付請求書
令和　年　月　日


長野県知事　様

所在地
名称
代表者氏名


令和　年　月　日付け長野県達　産技第　　号で額の確定のあった補助金を下記のとおり請求します。

記

１　請求額
　　　　　　　　　　　円


２　補助金の振込先口座
	金融機関名
	

	支店名等
	

	口座の種類
	

	口座番号
	

	（フリガナ）
口座名義人
	



３　添付書類
　　金融機関名、口座番号、口座名義人等が確認できる書類（通帳の写し等）










様式第10号
県産加工用米価格高騰対策事業補助金消費税仕入控除税額等報告書
第　　　　号
年　　月　日
長野県知事　様

所在地
名称
代表者氏名

年　　月　　日付け　　達　　第　　号で確定のあった県産加工用米価格高騰対策事業に係る消費税仕入控除税額等が確定しましたので、下記のとおり報告します。

記

１　補助金等交付規則第13条第１項の補助金の確定額 　　金　　　　　　　　円
２　補助金の確定時に減額した消費税仕入控除税額　　　　金　　　　　　　　円
３　消費税の申告により確定した消費税仕入控除額　　　　金　　　　　　　　円
４　補助金返還相当額
（３の額から２の額を差し引いた額）　　　　　　　　　金　　　　　　　　円
（注）記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。
①　消費税確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）
②　付表２「課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」の写し
③　３の金額の積算の内訳（人件費に通勤手当を含む場合は、その内訳を確認できる資料も併せて提出すること）
④　補助事業者が消費税法第60条第４項に定める法人等である場合、同項に規定する特定収入の割合を確認できる書類

５　補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかにならない場合、その状況等

（注）消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては、申告予定時期も記入すること。

６　補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額がない場合、その理由

（注）記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。
①　免税事業者の場合は、補助事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事業主の場合は前々年　
に係る所得税）確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）及び損益計算書等、売上高を
確認できる資料
②　新たに設立された法人であって、かつ免税事業者の場合は、設立日、事業年度、事業開始日、
事業開始日における資本金又は出資金の金額が証明できる書類など、免税事業者であることを確
認できる資料
③　簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、補助事業年度における消費税確定申告書（簡易
課税用）の写し（税務署の収受印等のあるもの）
④　補助事業者が消費税法第60条第４項に定める法人等である場合、同項に規定する特定収入の
割合を確認できる書類
2

